
【表紙】  

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成２９年５月２３日

【発行者名】 スパークス・アセット・マネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　阿部 修平

【本店の所在の場所】 東京都港区港南一丁目２番70号　品川シーズンテラス

【事務連絡者氏名】 田中　美紀子

【電話番号】 ０３‐６７１１‐９２００

【届出の対象とした募集（売出）
内国投資信託受益証券に係るファ
ンドの名称】

スパークス・日本株式スチュワードシップ・ファンド

【届出の対象とした募集（売出）
内国投資信託受益証券の金額】

5,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成29年１月16日付をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）の記載事項のう

ち、ファンドの運用体制およびファンドの購入・換金、税金の取扱いにつき、訂正すべき事項がありますの

で、これを訂正するため、本訂正届出書を提出するものです。

 

 

２．【訂正の内容】

※下線部＿＿＿は訂正部分を示します。

 

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

２【投資方針】

（3）【運用体制】

　原届出書　「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　２　投資方針（3）運用体制」については、

以下のとおり更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

（平成29年３月末日現在）

①当ファンドでは、上記の運用チームが主に運用を担当しており、下記の意思決定プロセスに基づき、運

用を行います。

②意思決定プロセス

a.運用指図の意思決定は「投資信託に係る運用管理規程」に従い、「投資政策委員会」において、投資

環境の分析、市場動向見通し策定、期待リターンとリスクの予測などを実施、「運用計画書」におい

て、運用戦略を審議の上、行われます。

b.ファンドマネージャーは「投資政策委員会」（10名程度）において承認された運用戦略に基づき、

「投資信託に係る運用管理規程」に従い、実際の投資活動を行います。投資政策委員会は、運用部

門、リスク管理部門、リーガル・コンプライアンス部門の責任者等をもって構成します。

③議決権の行使指図に関する基本的考え方
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当ファンドは、主として個別企業調査を重視したボトムアップ運用を通じ、当該企業の経営方針、コー

ポレートガバナンス等を調査、理解のうえ、議決権行使に関する指図を行います。議決権行使にあたっ

ては、各議案が企業価値向上に資するか否かを判断基準とします。

④委託会社によるファンドの関係法人（販売会社を除く）に対する管理体制等

受託会社（再信託受託会社を含む）に対して、受託業務に関わる内部統制について評価する監査人の業

務に関する基準に基づく受託業務の内部統制の有効性についての監査人による報告書を受け取ってお

り、また必要に応じて運営体制について実査することとしております。

※ファンドの運用体制等は、今後変更される場合があります。

 

 

４【手数料等及び税金】

（5）【課税上の取扱い】

＜訂正前＞

課税上は株式投資信託として取扱われます。

（略）

＊　上記は平成28年10月末日現在のものですので、税法が改正された場合等には、内容が変更される場

合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

＜個人、法人別の課税について＞

（略）

＜個別元本について＞

（略）

＜分配金の課税について＞

（略）

（注）上記は平成28年10月末日現在のものです。

（新設）

税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。

課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

（略）

＜ご参考＞

・ 税金は表に記載の時期に適用されます。

・ 以下の表は個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時期 項目 税金

分配時 所得税及び地方税
配当所得として課税

普通分配金に対して20.315％

換金（解約）時及び償還時 所得税及び地方税
譲渡所得として課税

換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※上記は、平成28年10月末日現在の情報をもとに記載しています。
※（略）
（新設）
※法人の場合は上記とは異なります。
※税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。

税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

＜訂正後＞

課税上は株式投資信託として取扱われます。

（略）

＊　上記は平成29年３月末日現在のものですので、税法が改正された場合等には、内容が変更される場

合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

＜個人、法人別の課税について＞

（略）

＜個別元本について＞
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（略）

＜分配金の課税について＞

（略）

（注）上記は平成29年３月末日現在のものです。

受益者が確定拠出年金法に規定する資産管理機関および国民年金基金連合会等の場合は、所得税

及び地方税はかかりません。なお、確定拠出年金制度の加入者等については、確定拠出年金の積

立金の運用にかかる税制が適用となります。

税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。

課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

（略）

＜ご参考＞

・ 税金は表に記載の時期に適用されます。

・ 以下の表は個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時期 項目 税金

分配時 所得税及び地方税
配当所得として課税

普通分配金に対して20.315％

換金（解約）時及び償還時 所得税及び地方税
譲渡所得として課税

換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※上記は、平成29年３月末日現在のものです。
※（略）
※受益者が確定拠出年金法に規定する資産管理機関および国民年金基金連合会等の場合は、所得税及び地方
税はかかりません。なお、確定拠出年金制度の加入者等については、確定拠出年金の積立金の運用にかか
る税制が適用となります。

※法人の場合は上記とは異なります。
※税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。

税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

 

 

第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】

＜訂正前＞

（1）原則として販売会社の毎営業日に購入申込いただけます。

 購入単位は販売会社が別に定める単位とします。

 収益の分配時に、分配金を受取る「分配金受取コース」と税引き後の分配金を無手数料で再投資する

「分配金再投資コース」の２つのコースがあります。ただし、販売会社によっては、どちらか１つの

コースのみの取扱いの場合があります。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

（新設）

（2）～（6）（略）

※（略）

＊（略）

＜訂正後＞

（1）原則として販売会社の毎営業日に購入申込いただけます。

 購入単位は販売会社が別に定める単位とします。

 収益の分配時に、分配金を受取る「分配金受取コース」と税引き後の分配金を無手数料で再投資する

「分配金再投資コース」の２つのコースがあります。ただし、販売会社によっては、どちらか１つの

コースのみの取扱いの場合があります。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

 ※　確定拠出年金制度に基づく購入申込の場合には、確定拠出年金制度に係る手続きが必要となりま

す。

（2）～（6）（略）

※（略）
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＊（略）

 

 

２【換金（解約）手続等】

＜訂正前＞

（1）原則として販売会社の毎営業日に換金申込ができます。

 換金単位は、販売会社が別に定める単位とします。

 詳しくは販売会社までお問い合わせください。

 （新設）

（2）～（6）（略）

※（略）

＊（略）

＜訂正後＞

（1）原則として販売会社の毎営業日に換金申込ができます。

 換金単位は、販売会社が別に定める単位とします。

 詳しくは販売会社までお問い合わせください。

 ※　確定拠出年金制度に基づく換金申込の場合には、確定拠出年金制度に係る手続きに従います。

（2）～（6）（略）

※（略）

＊（略）
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